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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期

会計期間

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
６月30日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
６月30日

自　平成20年
１月１日

至　平成20年
６月30日

自　平成18年
１月１日

至　平成18年
12月31日

自　平成19年
１月１日

至　平成19年
12月31日

売上高 (千円) 8,679,638 8,668,004 8,053,513 17,913,976 17,464,724

経常利益 (千円) 250,910 183,423 48,462 525,606 353,687

中間(当期)純利益 (千円) 163,096 77,067 22,209 223,803 170,432

持分法を適用した場合の投

資利益
(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 885,134 885,134 885,134 885,134 885,134

発行済株式総数 (株) 4,350,828 8,701,656 8,701,656 8,701,656 8,701,656

純資産額 (千円) 4,789,299 4,871,939 4,829,620 4,843,976 4,928,942

総資産額 (千円) 11,146,788 12,196,445 11,134,393 12,310,469 12,292,454

１株当たり純資産額 (円) 1,116.30 568.14 578.53 564.64 575.00

１株当たり中間(当期)

純利益
(円) 37.99 8.99 2.63 26.07 19.88

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益
(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 7.00 7.00

自己資本比率 (％) 43.0 39.9 43.4 39.3 40.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △242,228 459,748 △664,225 292,821 673,541

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △124,646 △137,159 △7,706 △206,559 △170,671

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △208,765 △35,890 △211,267 △322,306 △21,242

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(千円) 1,208,663 1,834,957 1,146,688 1,548,259 2,029,887

従業員数 (名) 192 194 196 194 194

　（注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

４　持分法を適用した場合の投資利益は、損益等から見て、重要性が乏しいと判断し記載しておりません。

５　従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者は除く)を表示しております。

６　第49期の１株当たり配当額には、創業60周年記念配当２円を含んでおります。

７　平成18年７月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。

なお、第49期における１株当たり当期純利益は、期首に分割があったものとみなして計算しております。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。

３【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業部門 従業員数(名)

軽量鋼製下地材・不燃材 113

建築金物・エクステリア 32

鉄線・溶接金網 11

ＡＬＣ金具副資材 10

カラー鉄板 13

窯業建材金具副資材 2

全社(共通) 15

合計 196

　（注）　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者は除く)であります。

(2) 労働組合の状況

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローンに端を発した世界的な信用不安に加え、原油価格

の高騰による原材料価格の上昇や、急激な円高などにより企業収益が押し下げられ、個人消費の停滞感が強まる

など、これまで堅調であった景気も一転して、企業部門、家計部門とも先行きに不透明感が強まってまいりまし

た。

建設業界におきましては、改正建築基準法の影響に加え、建材価格高騰や景気の先行き不安などにより、建材需

要は冷え込み厳しい事業環境となりました。

このような状況のなか、当社はこれらの経営環境に対処するため、お客様の満足を第一に、より一層のサービス

向上に努めるとともに、顧客の皆様には厳しい環境変化と自助努力についてご理解をいただき、価格の見直しを

行ってまいりました。

しかしながら、建材需要が低迷するなか、販売価格への転嫁の遅れが収益面での圧迫要因となりました。この結

果、売上高は80億53百万円（前年同期比7.1％減）、営業利益13百万円（前年同期比90.8％減）、経常利益48百万円

（前年同期比73.6％減）、中間純利益22百万円（前年同期比71.2％減）となりました。

事業部門の業績は次のとおりであります。

当社主力商品の軽量鋼製下地材・不燃材は、昨年６月に施行された改正建築基準法や景気先行き不安の影響な

どにより建設需要が低迷し、売上高は49億48百万円（前年同期比12.1％減）となりました。建築金物・エクステリ

アは価格の上昇や先高感を見込んだ仮需が発生したことなどにより、売上高は13億81百万円（前年同期比19.7％

増）となり、鉄線・溶接金網につきましては、建築向け需要は低迷しましたが、自動車向け需要の好調や価格が高

騰したことなどにより、売上高は7億96百万円（前年同期比18.7％増）となりました。

また、ＡＬＣ金具副資材、カラー鉄板は昨年６月に施行された改正建築基準法の影響や景気の先行き不安など

により建設関連需要は、公共工事、民間建設ともに低迷したことにより、売上高はＡＬＣ金具副資材4億22百万円

（前年同期比16.6％減）、カラー鉄板は、4億48百万円（前年同期比1.9％減）となりました。窯業建材金具副資材

につきましては、スレート関連の市場規模の縮小などにより、売上高は56百万円（前年同期比77.2％減）となりま

した。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動により6億64百万円減少

し、投資活動により7百万円減少、財務活動により2億11百万円減少しました。その結果、当中間会計期間末には11

億46百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、営業活動による資金の減少額は6億64百万円（前年同期は4億59百万円の増加）と

なりました。これは主に、税引前中間純利益51百万円の計上及び売上債権の減少7億4百万円の一方で、仕入債務

の減少8億88百万円、たな卸資産の増加4億40百万円及び法人税等の支払1億34百万円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、投資活動により使用された資金は7百万円（前年同期比1億29百万円の減少）とな

りました。これは主に、定期預金の預入による支出が1億60百万円及びその他投資資産（保険積立金）の取得に

よる支出6百万円の増加の一方で定期預金の払戻による収入1億60百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、財務活動により使用された資金は2億11百万円（前年同期比1億75百万円の増加）

となりました。これは、主に長期借入金の借入1億円による資金の増加の一方で長期借入金の返済2億5百万円、

自己株式の取得による支出46百万円及び配当金の支払による支出59百万円が行われたことによるものであり

ます。

EDINET提出書類

初穂商事株式会社(E02797)

半期報告書

 4/34



２【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

当中間会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門 仕入高（千円） 前年同期比（％）

軽量鋼製下地材・不燃材 4,399,926 95.0

建築金物・エクステリア 1,259,615 121.6

鉄線・溶接金網 743,368 124.1

ＡＬＣ金具副資材 374,824 91.2

カラー鉄板 428,319 103.8

窯業建材金具副資材 52,159 25.1

合計 7,258,214 99.4

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％）

軽量鋼製下地材・不燃材 4,948,735 87.9

建築金物・エクステリア 1,381,171 119.7

鉄線・溶接金網 796,348 118.7

ＡＬＣ金具副資材 422,060 83.4

カラー鉄板 448,784 98.1

窯業建材金具副資材 56,411 22.8

合計 8,053,513 92.9

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５【研究開発活動】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

初穂商事株式会社(E02797)

半期報告書

 5/34



第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,400,000

計 23,400,000

②【発行済株式】

種 類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　容

普通株式 8,701,656 8,701,656
ジャスダック

証券取引所
―

計 8,701,656 8,701,656 ― ―

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残　高
(千円)

平成20年１月１日～

平成20年６月30日
― 8,701,656 ― 885,134 ― 1,316,079

(5)【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住　所
所有株式数

(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ハツホ共栄会 名古屋市中区錦二丁目14-21 1,474 16.94

白百合商事(合名) 名古屋市千種区千種三丁目７-４ 1,331 15.30

斎　藤　　　悟 名古屋市昭和区 751 8.63

初穂従業員持株会 名古屋市中区錦二丁目14-21 499 5.73

斎　藤　　　実 名古屋市昭和区 473 5.44

初穂商事株式会社 名古屋市中区錦二丁目14-21 353 4.06

角　田　典　哉　 埼玉県蕨市 306 3.51

斎　藤　　　豊 名古屋市昭和区 249 2.86

斎　藤　信　子 名古屋市昭和区 243 2.79

角　田　寿美恵　 埼玉県蕨市 122 1.40

計 ― 5,804 66.70

　（注）　ハツホ共栄会は、当社の取引先を対象とする持株会であります。
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区　分 株式数(株) 議決権の数(個) 内　容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式   353,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,222,000 8,222 ―

単元未満株式 普通株式   126,656 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 8,701,656 ― ―

総株主の議決権 ― 8,222 ―

　（注）　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれており

ます。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

初穂商事株式会社
名古屋市中区錦

二丁目14-21
353,000 ― 353,000 4.05

計 ― 353,000 ― 353,000 4.05

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 236 224 230 329 300 277

最低(円) 170 190 195 216 265 220

　（注) 　ジャスダック証券取引所公表の株価を記載しております。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

３　中間連結財務諸表について

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 　　0.81％

売上高基準 　　1.04％

利益基準 　　△0.26％

利益剰余金基準 　　△1.55％

※会社間項目の消去前の数値により算出しております。
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１【中間財務諸表等】

(1)【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比

(％)
金額(千円)

構成比
(％)

金額(千円)
構成比

(％)

(資産の部) 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 　 1,884,957   1,196,716   2,179,915   

２　受取手形 ※３ 3,772,105   3,038,012   3,884,182   

３　売掛金 　 2,189,863   2,198,330   2,057,901   

４　たな卸資産 　 793,442   1,261,437   821,023   

５　その他 ※４ 133,312   154,201   86,119   

６　貸倒引当金 　 △11,804   △4,503   △13,203   

流動資産合計 　  8,761,876 71.8  7,844,194 70.5  9,015,939 73.3

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２ 444,437   414,751   428,549   

(2) 土地 ※２ 1,501,965   1,501,965   1,501,965   

(3) その他 　 129,460   104,414   118,106   

計 　 2,075,863   2,021,131   2,048,621   

２　無形固定資産 　 74,444   51,815   63,177   

３　投資その他の資産 　          

(1) 差入保証金 　 305,720   280,476   310,659   

(2) その他 ※１ 1,182,174   1,029,122   1,029,011   

(3) 貸倒引当金 　 △203,634   △92,347   △174,955   

計 　 1,284,260   1,217,251   1,164,715   

固定資産合計 　  3,434,568 28.2  3,290,198 29.5  3,276,514 26.7

資産合計 　  12,196,445 100.0  11,134,393 100.0  12,292,454 100.0

　 　          

 

EDINET提出書類

初穂商事株式会社(E02797)

半期報告書

10/34



  
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比

(％)
金額(千円)

構成比
(％)

金額(千円)
構成比

(％)

(負債の部) 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　支払手形 ※３ 4,391,885   3,454,529   4,480,695   

２　買掛金 　 1,691,485   1,807,214   1,667,712   

３　短期借入金 ※２ 270,000   260,000   260,000   

４　一年内返済予定長期
借入金

※２ 204,270   10,000   210,000   

５　賞与引当金 　 39,700   38,100   30,000   

６　その他 ※４ 352,276   257,301   320,146   

流動負債合計 　  6,949,617 57.0  5,827,144 52.3  6,968,555 56.7

Ⅱ　固定負債 　          

１　社債 　 200,000   200,000   200,000   

２　長期借入金 ※２ ―   115,000   20,000   

３　役員退職慰労引当金 　 123,052   122,839   126,785   

４　その他 　 51,835   39,788   48,170   

固定負債合計 　  374,887 3.1  477,628 4.3  394,956 3.2

負債合計 　  7,324,505 60.1  6,304,773 56.6  7,363,511 59.9

　 　          

 

EDINET提出書類

初穂商事株式会社(E02797)

半期報告書

11/34



  
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比

(％)
金額(千円)

構成比
(％)

金額(千円)
構成比

(％)

(純資産の部) 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１　資本金 　  885,134 7.2  885,134 8.0  885,134 7.2

２　資本剰余金 　          

(1) 資本準備金 　 1,316,079   1,316,079   1,316,079   

(2) その他資本剰余金 　 104   104   104   

資本剰余金合計 　  1,316,184 10.8  1,316,184 11.8  1,316,184 10.7

３　利益剰余金 　          

(1) 利益準備金 　 125,500   125,500   125,500   

(2) その他利益剰余金 　          

特別償却準備金 　 72   ―   ―   

別途積立金 　 2,153,500   2,153,500   2,153,500   

繰越利益剰余金 　 338,992   394,634   432,429   

利益剰余金合計 　  2,618,064 21.5  2,673,634 24.0  2,711,429 22.1

４　自己株式 　  △30,357 △0.2  △77,499 △0.7  △31,274 △0.3

株主資本合計 　  4,789,025 39.3  4,797,452 43.1  4,881,473 39.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

その他有価証券評
価差額金

　  82,913 0.6  32,167 0.3  47,469 0.4

評価・換算
差額等合計

　  82,913 0.6  32,167 0.3  47,469 0.4

純資産合計 　  4,871,939 39.9  4,829,620 43.4  4,928,942 40.1

負債純資産合計 　  12,196,445 100.0  11,134,393 100.0  12,292,454 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比

(％)
金額(千円)

百分比
(％)

金額(千円)
百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  8,668,004 100.0  8,053,513 100.0  17,464,724 100.0

Ⅱ　売上原価 　  7,242,541 83.6  6,817,814 84.7  14,653,822 83.9

売上総利益 　  1,425,463 16.4  1,235,698 15.3  2,810,901 16.1

Ⅲ　販売費及び
    一般管理費

　  1,278,265 14.7  1,222,166 15.1  2,526,745 14.5

営業利益 　  147,197 1.7  13,531 0.2  284,156 1.6

Ⅳ　営業外収益 ※１  41,047 0.5  40,203 0.5  79,999 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２  4,821 0.1  5,272 0.1  10,468 0.1

経常利益 　  183,423 2.1  48,462 0.6  353,687 2.0

Ⅵ　特別利益 ※３  191 0.0  5,990 0.0  12,728 0.1

Ⅶ　特別損失 ※４  4,277 0.0  2,720 0.0  3,974 0.0

税引前中間(当期）
純利益

　  179,337 2.1  51,732 0.6  362,441 2.1

法人税、住民税及び
事業税

　 98,006   24,361   143,546   

法人税等調整額 　 4,262 102,269 1.2 5,162 29,523 0.3 48,462 192,008 1.1

中間（当期）純利
益

　  77,067 0.9  22,209 0.3  170,432 1.0
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

特　別
償　却
準備金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日
残高(千円)

885,134 1,316,079 82 1,316,162 125,500 145 2,053,500 421,904 2,601,049 △29,057 4,773,288

中間会計期間中の変
動額

           

剰余金の配当    ―    △60,052 △60,052  △60,052

中間純利益    ―    77,067 77,067  77,067

自己株式の処分   21 21     ― 47 69

自己株式の取得    ―     ― △1,347 △1,347

特別償却準備金の
取崩し

   ―  △72  72 ―  ―

別途積立金の積立    ―   100,000 △100,000 ―  ―

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額(純額)

           

中間会計期間中の変
動額合計(千円)

― ― 21 21 ― △72 100,000 △82,912 17,015 △1,299 15,737

平成19年６月30日
残高(千円)

885,134 1,316,079 104 1,316,184 125,500 72 2,153,500 338,992 2,618,064 △30,357 4,789,025

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年12月31日残高(千円) 70,687 70,687 4,843,976

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当  ― △60,052

中間純利益  ― 77,067

自己株式の処分  ― 69

自己株式の取得  ― △1,347

特別償却準備金の取崩し  ― ―

別途積立金の積立  ― ―

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

12,225 12,225 12,225

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

12,225 12,225 27,963

平成19年６月30日残高(千円) 82,913 82,913 4,871,939

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　計資　本

準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日
残高(千円)

885,134 1,316,079 104 1,316,184 125,500 2,153,500 432,429 2,711,429 △31,274 4,881,473

中間会計期間中の変
動額

          

剰余金の配当    ―   △60,004 △60,004  △60,004
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　計資　本

準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

中間純利益    ―   22,209 22,209  22,209

自己株式の取得    ―    ― △46,224 △46,224

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額(純額)

   ―    ―  ―

中間会計期間中の変
動額合計(千円)

― ― ― ― ― ― △37,795 △37,795 △46,224 △84,020

平成20年６月30日
残高(千円)

885,134 1,316,079 104 1,316,184 125,500 2,153,500 394,634 2,673,634 △77,499 4,797,452

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成19年12月31日残高(千円) 47,469 47,469 4,928,942

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当  ― △60,004

中間純利益  ― 22,209

自己株式の取得  ― △46,224

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額(純額)

△15,302 △15,302 △15,302

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△15,302 △15,302 △99,322

平成20年６月30日残高(千円) 32,167 32,167 4,829,620

前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資　本

準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

 その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

特　別
償　却
準備金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日

残高（千円）
885,134 1,316,079 82 1,316,162 125,500 145 2,053,500 421,904 2,601,049 △29,057 4,773,288

事業年度中の変動額            

剰余金の配当      ―    △60,052 △60,052  △60,052

当期純利益    ―    170,432 170,432  170,432

別途積立金の積立    ―   100,000 △100,000 ―  ―

自己株式の処分   21 21     ― 47 69

自己株式の取得    ―     ― △2,265 △2,265

特別償却準備金    

の取崩し　　 　
   ―  △145  145 ―  ―

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純

額）

   ―     ―  ―

事業年度中の変動額

合計（千円）
― ― 21 21 ― △145 100,000 10,525 110,380 △2,217 108,184

平成19年12月31日　　

残高（千円）
885,134 1,316,079 104 1,316,184 125,500 ― 2,153,500 432,429 2,711,429 △31,274 4,881,473
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年12月31日残高（千円） 70,687 70,687 4,843,976

事業年度中の変動額    

剰余金の配当　  ― △60,052

当期純利益  ― 170,432

別途積立金の積立  ― ―

自己株式の処分  ― 69

自己株式の取得  ― △2,265

特別償却準備金の取崩し  ― ―

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額）
△23,218 △23,218 △23,218

事業年度中の変動額合計（千円） △23,218 △23,218 84,966

平成19年12月31日残高（千円） 47,469 47,469 4,928,942
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

　    

税引前中間（当期）純
利益

　 179,337 51,732 362,441

減価償却費 　 44,930 42,619 91,961

賞与引当金の増減額
(減少△)

　 10,200 8,100 500

役員賞与引当金の
増減額 (減少△）

　  ─  ─ △18,000

貸倒引当金の増減額
(減少△)

　 △11,567 △91,307 △38,848

役員退職慰労引当金の
増減額（減少△）

　 △5,621 △3,945 △1,888

受取利息及び
受取配当金

　 △4,207 △5,291 △9,443

支払利息 　 3,443 3,391 7,282

社債利息 　 698 986 1,608

自己株式の取得費用 　  ─ 215  ─ 

有形固定資産売却益 　 △191 △13 △478

有形固定資産除売却損 　 277 960 853

関係会社株式評価損 　 ─ 1,560 2,200

売上債権の増減額
(増加△)

　 455,013 704,351 468,679

たな卸資産の増減額
(増加△)

　 △56,563 △440,413 △84,143

仕入債務の増減額
(減少△)

　 △294,466 △888,659 △222,248

その他資産の増減額
(増加△)

　 △11,570 45,268 23,127

その他負債の増減額
(減少△)

　 62,043 40,061 △16,765

役員賞与の支払額 　 △18,000  ─ ─ 

小計 　 353,755 △530,383 566,839

利息及び配当金の
受取額

　 3,915 5,102 9,331

利息の支払額 　 △4,078 △4,069 △8,784

法人税等の支払額 　 △7,246 △134,875 △7,246

法人税等の還付金 　 113,401  ─ 113,401

営業活動による
キャッシュ・フロー

　 459,748 △664,225 673,541
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前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

　    

定期預金の預入による
支出

　 △100,000 △160,000 △200,028

定期預金の払戻による
収入

　 ─ 160,000 100,000

有形固定資産の取得
による支出

　 △27,216 △2,344 △45,040

有形固定資産の売却
による収入

　 700 393 1,700

無形固定資産の取得
による支出

　 △2,465  ─ △2,594

投資有価証券の取得
による支出

　 △776 △1,076 △1,986

投資有価証券の売却
による収入

　 48  ─ 48

関係会社株式の取得
による支出

　 ─  ─ △6,800

貸付けによる支出 　 △1,200 △1,400 △8,200

貸付金の回収による収
入

　 553 3,508 1,964

その他投資資産の取得
による支出

　 △6,802 △6,787 △9,734

投資活動による
キャッシュ・フロー

　 △137,159 △7,706 △170,671

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

　    

短期借入金の純増減額
(減少△)

　 30,000  ─ 20,000

長期借入れによる
収入

　 ─ 100,000 30,000

長期借入金の返済によ
る支出

　 △4,980 △205,000 △9,250

自己株式の取得による
支出

　 △1,347 △46,440 △2,265

自己株式の売却による
収入 

　 69  ─ 69

配当金の支払額 　 △59,632 △59,826 △59,796

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 △35,890 △211,267 △21,242

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減
額(減少△)

　 286,697 △883,199 481,627

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 1,548,259 2,029,887 1,548,259

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※ 1,834,957 1,146,688 2,029,887
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項　目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

   

 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっ

ております。

子会社株式及び関連会社株式

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)を採用して

おります。

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産    

商品 　移動平均法による原価法を採用

しております。

同左 同左

貯蔵品 　最終仕入原価法による原価法を

採用しております。

同左 同左

２　固定資産の減価償却の方法    

(1) 有形固定資産 　定率法(ただし、平成10年４月以

降に取得した建物[附属設備を除

く]については定額法)を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　建物 　　8～38年

同左 同左

 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年4月1日以

後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える影

響は軽微であります。

 ――― （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年4月1日以後に

取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場

合に比べ営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ

1,541千円減少しております。

  ――― (追加情報）

法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそれぞ

れ1,975千円減少しております。

 ―――
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項　目
前中間会計期間

（自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2) 無形固定資産 　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)によっております。

同左 同左

４　引当金の計上基準    

(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

同左 同左

(2) 賞与引当金 　従業員賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち、当中間

会計期間の負担額を計上しており

ます。

同左 　従業員賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち、当事業

年度の負担額を計上しておりま

す。

(3)役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間期末

要支給額を計上しております。

同左 　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法    

(1) ヘッジ会計の方法 　金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。

同左 同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (イ)ヘッジ手段

金利スワップ

(イ)ヘッジ手段

同左

(イ)ヘッジ手段

同左

 (ロ)ヘッジ対象

借入金の利息

(ロ)ヘッジ対象

同左

(ロ)ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針 　当社は、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップを

行っております。

同左 同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 　金利スワップの特例処理の要件

を満たしており、有効性の評価は

省略しております。

同左 同左

７　中間キャッシュ・フロー計算

書(キャッシュ・フロー計算

書)における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期的

な投資からなっております。

同左 同左

８　その他中間財務諸表(財務諸表

)作成のための基本となる重

要な事項

   

消費税等の会計処理 　税抜方式によっております。 同左 同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項　目
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)
当中間会計期間末

(平成20年６月30日)
前事業年度末

(平成19年12月31日)

※１　減価償却累計額    

有形固定資産

投資その他の資産

1,419,785千円

17,962千円

        1,467,011千円

      18,452千円

        1,441,592千円

      18,207千円

※２　担保資産    

(1) 担保に提供している資産    

建物

土地

計

171,539千円

429,201千円

600,740千円

      159,881千円

       429,201千円

       589,082千円

       165,500千円

       429,201千円

       594,702千円

(2) 担保資産に対応する債務    

短期借入金

一年内返済予定

長期借入金

長期借入金

計

160,000千円

4,270千円

─　千円

164,270千円

       125,000千円

     10,000千円

　　115,000千円

       250,000千円

       160,000千円

     10,000千円

　　20,000千円

       190,000千円

※３　期末日の満期手形の処理 中間期末日満期手形の処理につい

て

　中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。

　なお、当中間期末日が金融機関の

休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。

受取手形 346,298千円

支払手形 974,942千円

――― 期末日満期手形の処理について

　期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理してお

ります。

　なお、当期末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれておりま

す。

受取手形    331,496千円

支払手形    894,230千円

※４　消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

　仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。

―――
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　営業外収益の主要項目 　 　 　

受取利息

受取配当金

仕入割引

3,289千円

917千円

16,831千円

     4,231千円

   1,059千円

      15,950千円

     7,885千円

     1,557千円

      34,858千円

※２　営業外費用の主要項目 　 　 　

支払利息

社債利息

3,443千円

698千円

     3,391千円

  986千円

     7,282千円

     1,608千円

※３　特別利益の主要項目　

貸倒引当金戻入益

　

―

　

5,976千円

　

12,250千円

※４　特別損失の主要項目 　 　 　

固定資産売除却損

建物

構築物

機械及び装置

工具器具備品

電気通信施設利用権

処分費用

計

　

22千円

50千円

109千円

80千円

―

15千円

277千円

　

 ―

 ―

   913千円

23千円

 ―

  5千円

   941千円

　

     288千円

    50千円

     343千円

   125千円

     16千円

     28千円

      852千円

貸倒引当金繰入額

関係会社株式評価損

4,000千円

―

  ―

 1,560千円

―

      2,200千円

　５　減価償却実施額 　 　 　

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

33,088千円

11,311千円

245千円

      30,625千円

      11,362千円

   244千円

      68,227千円

      22,674千円

   490千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）
１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

発行済株式数     

普通株式 8,701 ― ― 8,701

合計 8,701 ― ― 8,701

自己株式     

普通株式　（注） 122 3 0 126

合計 122 3 0 126

　（注）　普通株式の自己株式数の増加及び減少は、単元未満株式の買取りによる増加3千株及び買増し請求に伴う売渡に
よる減少0千株であります。

２　配当に関する事項
配当金支払額

決　議 株式の種類
配当額の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日
定時株主総会

普通株式 60,052 7 平成18年12月31日 平成19年３月29日

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）
１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

発行済株式数     

普通株式 8,701 ― ― 8,701

合計 8,701 ― ― 8,701

自己株式     

普通株式　（注） 129 224 ― 353

合計 129 224 ― 353

　（注）　普通株式の自己株式数の増加224千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加221千株及び単元未満株
式の買取りによる増加2千株によるものであります。

２　配当に関する事項
配当金支払額

決　議 株式の種類
配当額の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日
定時株主総会

普通株式 60,004 7 平成19年12月31日 平成20年３月28日

前事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）
１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数
（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
  株式数（千株）

発行済株式数     

普通株式 8,701 ― ― 8,701

合計 8,701 ― ― 8,701
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前事業年度末株式数
（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
  株式数（千株）

自己株式     

普通株式　（注） 122 7 0 129

合計 122 7 0 129

 　(注）　普通株式の自己株式数の増加及び減少は、単元未満株式の買取りによる増加7千株及び買増し請求に伴う売渡によ
る減少0千株であります。

２　配当に関する事項
（1）配当金支払額

決　議 株式の種類
配当額の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月28日
定時株主総会

普通株式 60,052 7.00 平成18年12月31日 平成19年３月29日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月27日
定時株主総会

普通株式 60,004  利益剰余金 7.00 平成19年12月31日 平成20年３月28日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,884,957千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△50,000千円

現金及び現金同等物 1,834,957千円

現金及び預金勘定  1,196,716千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
　△50,028千円

現金及び現金同等物  1,146,688千円

現金及び預金勘定  2,179,915千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△150,028千円

現金及び現金同等物  2,029,887千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中　間
期末残高
相当額
(千円)

その他の
有形固定資産
(車両運搬具)

42,472 6,735 35,736

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中　間
期末残高
相当額
(千円)

その他の
有形固定資産
(車両運搬具)

54,274 15,958 38,315

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

その他の
有形固定資産
(車両運搬具)

46,786 10,990 35,796

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8,509千円

１年超 27,227千円

計 35,736千円

１年以内   10,869千円

１年超   27,446千円

計    38,315千円

１年以内      9,372千円

１年超    26,424千円

計    35,796千円

　なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、有形

固定資産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左 　なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過

リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。

③支払リース料及び減価償却費相当

額

③支払リース料及び減価償却費相当

額

③支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 4,062千円

減価償却費相当額 4,062千円

支払リース料   4,968千円

減価償却費相当額   4,968千円

支払リース料   8,316千円

減価償却費相当額   8,316千円

④減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失は

ありません。

（減損損失について）

同左

（減損損失について） 

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末(平成19年６月30日)

１　時価のある有価証券

区　分
取得原価

(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差　額
(千円)

その他有価証券    

(1) 株式 50,523 141,038 90,514

(2) その他 47,622 94,226 46,604

計 98,145 235,264 137,118

２　時価評価されていない有価証券

内　容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 47,740

(2) その他有価証券  

非上場株式 3,809

合計 51,550

　（注）　当中間会計期間におきましては減損処理が必要となった有価証券はありません。

有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間会計期間末に時価が取得原

価の50％以下に下落したときに減損処理を行うこととしております。また、時価の下落率が取得原価の30％以

上50％未満である状態が２年間継続するか、発行会社が債務超過状態に陥った場合にも減損処理を行うことと

しております。

当中間会計期間末(平成20年６月30日)

１　時価のある有価証券

区　分
取得原価

(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差　額
(千円)

その他有価証券    

(1) 株式 52,809 87,173 34,363

(2) その他 47,622 66,758 19,135

計 100,431 153,931 53,499

２　時価評価されていない有価証券

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 50,780

(2) その他有価証券  

非上場株式 3,809

合計 54,590

　（注）　その他有価証券で時価のある株式について、当中間会計期間におきましては減損処理が必要となった有価証券は

ありません。

有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間会計期間末に時価が取得原

価の50％以下に下落したときに減損処理を行うこととしております。また、時価の下落率が取得原価の30％以

上50％未満である状態が２年間継続するか、発行会社が債務超過状態に陥った場合にも減損処理を行うことと

しております。

前事業年度末(平成19年12月31日)

１　時価のある有価証券
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区　分
取得原価

(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差　額
(千円)

その他有価証券    

(1) 株式 51,732 99,257 47,524

(2) その他 47,622 78,479 30,857

計 99,355 177,737 78,381

２　時価評価されていない有価証券

内　容 貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 50,540

関連会社株式 1,800

(2) その他有価証券  

非上場株式 3,809

合計 56,150

　（注）　その他有価証券で時価のある株式について、当事業年度におきましては、減損処理が必要となった有価証券はあ

りません。

なお、有価証券の減損に当たっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当事業年度末に時価が取得原

価の50％以下に下落したときに減損処理を行っております。また、時価の下落率が取得原価の30％以上50％未

満である状態が２年間継続するか、発行会社が債務超過状態に陥った場合にも減損処理を実施しております。
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的

　当社は、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っています。

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的

同左

１　取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的

同左

(2) 取引に対する取組方針

　金利スワップ取引は、将来の金

利の変動によるリスク回避を目

的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の

変動によるリスクを有しており

ます。

　なお、取引相手先は信用度の高

い国内の金融機関に限定してい

る為、信用リスクはほとんどない

と認識しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(3) 取引に係るリスクの内容

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の取り組みに

おいては、取締役会の承認を得る

ものとしており、取引の実行及び

管理については資金担当部門が

行っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

　当社のデリバティブ取引には、

ヘッジ会計を適用している為、該当

事項はありません。

２　取引の時価等に関する事項

同左

２　取引の時価等に関する事項

同左

（持分法損益等）

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　中間財務諸表等規則第５条の７及び監査委員会報告第58号より、関連会社は損益等からみて重要性が乏しいと判

断し、持分法を適用した場合の投資利益の金額を算出しておりません。

当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　中間財務諸表等規則第５条の７及び監査委員会報告第58号より、関連会社は損益等からみて重要性が乏しいと判

断し、持分法を適用した場合の投資利益の金額を算出しておりません。

前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　財務諸表等規則第８条の９及び監査委員会報告第58号より、関連会社は損益等からみて重要性が乏しいと判断し、

持分法を適用した場合の投資利益の金額を算出しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 568円14銭

１株当たり中間純利益 8円99銭

１株当たり純資産額    578円53銭

１株当たり中間純利益 2円63銭

１株当たり純資産額    575円00銭

１株当たり当期純利益   19円88銭

　当社は、平成18年7月1日付をもって、

普通株式1株を2株に分割しておりま

す。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期

間に係る1株当たり情報については、

以下のとおりとなります。

1株当たり純資産額　　558円15銭

1株当たり中間純利益　 19円00銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１株当たり中間（当期）純利益

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

中間(当期)純利益　(千円) 77,067 22,209 170,432

普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益　(千円) 77,067 22,209 170,432

普通株式の期中平均株式数　(千株) 8,577 8,444 8,575
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

  ―――   ――― 自己株式の取得

(１) 自己株式の取得に関する取締役会

の決議内容

① 取得の目的

　経営環境の変化に対応した機動的な

資本政策の遂行

② 取得の方法

　ジャスダック証券取引所における固

定価格取引による取得

③ 取得する株式の種類及び総数

　当社普通株式　250,000株

（上限とする）

④ 取得価額の総額

　60,000千円（上限）

(２) 取得日　平成20年３月３日

(３) 取得した株式の種類及び数

　　当社普通株式　221千株

(４) 取得総額　45,526千円

(2)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)
自己株券買付

状況報告書
報告期間

自　平成20年２月１日

至　平成20年２月29日
　
平成20年３月５日

東海財務局長に提出。

(2)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第50期)

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日
　
平成20年３月28日

東海財務局長に提出。

(3)
自己株券買付

状況報告書
報告期間

自　平成20年３月１日

至　平成20年３月31日
　
平成20年４月２日

東海財務局長に提出。

(4)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第50期)

自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日
　
平成20年８月５日

東海財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 　 　 平成19年９月15日

初穂商事株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松岡　正明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 林　　伸文　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている初穂商事

株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１日から平成

19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、初穂商事株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年１月１日

から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 　 　 平成20年９月３日

初穂商事株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松岡　正明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 林　　伸文　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る初穂商事株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成20年１月１

日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、初穂商事株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月１日

から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）

が別途保管しております。
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